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はじめに
　本稿では、障害者雇用支援の地方自治体（金沢
市）における基盤整備をとりあげる。ここでいう
基盤整備とは、地方自治体が障害者雇用支援を展
開するために発揮する条件整備をさしている．な
ぜ金沢市かといえば、金沢市は他に先駆けて市と
して独自に障害者雇用定着促進を図ったことによ
る。障害者雇用支援の充実がさけばれる中、基盤
整備を市社協に委託する形で実施した経過を検討
する中で、地方自治体がどう基盤整備を図ること
が必要かを探るものである。
　さて、障害者雇用にあたり、根幹となる法律が「障
害者の雇用の促進等に関する法律」（以下雇用促進
法）である。雇用促進法では、障害者雇用率制度］
とともに、職業生活における自立を図るための職
業リハビリテーション2などが定められている。
　一方福祉分野においては今日「障害者自立支援
法」が制定され、福祉的就労から一般就労、障害
者雇用へという新たな制度枠組みが作り出された，
とはいえ、障害者を雇用につなげる努力が本格的
に行われるようになってきた今日にあって雇用の
定着は依然として大きな課題といわざるを得ない。
障害者雇用には推進を阻む壁があるといわれてい
る。その壁を克服する上で期待されているのが障
害者雇用における「職場の環境整備と調整」であ
るごこの克服にどのような障害者雇用支援の環境
を整えるのかは大きな課題のひとつとなっている．t
この課題克服の環境整備のなかで筆者は、金沢市
社会福祉協議会（以下市社協）の障害者雇用支援の環
境整備の構築に強い関心をもつこととなった．
　市社協は、市の障害者雇用定着促進事業（以下定
着事業）の委託をきっかけに障害者就労支援に取り
組むこととなったr平成！l（1999）年8月のことで
ある，
　筆者は、市社協が障害者就労支援事業（以下支援
事業）に組織をあげて取り組んでいることに重大な
関心をよせていた。取材を重ねるうち、市社協の
支援事業は、市の定着事業の受託の意味が大きい
と理解した。さらに平成15年1月の金沢障害者就
業・生活支援センターの受託である．この事業の
受託により、一段と実効力のある障害者雇用支援
を作り出すことができた．
　社協は、先駆的に事業を開拓してきた歴史を内
包している．しかし、障害者就労支援で先駆的な
取り組みが実践された事例はあまり多くない．
　社協での障害者就労支援はあまり実践されてい
ない状況があるなか、市の労働行政からの期待を
受け、本格的に踏み出した金沢市社協の障害者就
労支援は、障害者雇用に大きな反響を呼ぶことと
なったrとはいえ、市社協にとっては未知の領域
であったことは確かである。環境整備にあたり、
市社協は、どのような経過をたどり障害者就労支
援を本格的につくりだしていったのか、模索の道
のりを探るとともに、それを軌道させる上で、実
に多くの要素を引き入れて「ジョブコーチ」によ
る雇用定着の実績を高めた経過を明らかにするも
のである，このことは基盤整備の構築をすすめよ
うとする地方自治体の参考に供することとなるの
ではなかろうか，
　金沢市社協障害者就労支援の考察にあたり、定
着事業および就業・生活支援センター事業を始め
たきっかけ、体制整備確保の経過について分析を
試みた一あわせて市社協が導入した支援技術につ
いて考察した。
　社会福祉の分野においては、専門職自身の力量
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発揮が問われる面が多い，このこととともに筆者
は専門職が置かれている機関の基盤整備が専門職
の力量発揮に欠かせないという認識をもっている，
金沢市社協の基盤整備は、ジョブコーチの力量発
揮の背景になっているのではないか。この視点か
ら、金沢市社協のジョブコーチの支援技術の獲得
にも着目した。これを考察する上で、当時支援技
術の開発がどのようになっていたかを理解するこ
とは意義があると考えた。
　さて今日就労支援の技術といえば、相談（面接）、
職業リハビリテーション計画の作成、職業評価、
就労準備、訓練、職場開拓、職場定着支援（現場で
の直接支援、フォローアップ）等である㌧当時は、
支援技術に新たな潮流が育まれていた時期であっ
た．それがアメリカにおける援助付き雇用n’であ
る。障害者雇用でアメリカの援助付き雇用が日本
に本格的に紹介されたのは、平成4（1992）年から
と述べられている一6’その有用性が紹介されてきた
が、日本でどう適用するかについては、職業セン
ターにおける職業リハビリテーション技術を中心
に模索されてきたrこれとともに、日本でいくつ
かの事業所のジョブコーチたちが、当初の紹介の
状態から、現場に役立つまでにマニュアル化して
ジョブコーチ実践に実際的に役立てた積み上げも
大きい。こうした背景があって日本では「ジョブ
コーチ実践マニュアル」‘がつくられてきたという
側面がみてとれるz
　これを含めてわかったことは、金沢市社協に市
事業受託の決断とその後の国・県の事業受託など、
体制整備への継続的な努力があったこと、また採
用されたジョブコーチによる障害者雇用支援技術
の習熟があったことである，しかし体制整備とジョ
ブコーチのたゆまぬ熱意のみで事態がすすむわけ
ではない．体制整備を背景とするジョブコーチの
業務展開といい、職業準備訓練での連携の組み合
わせの実現といい、障害者職業（訓練）センターとの
密接な「連携・協力」などいくつもの組み合わせ
の実現による相乗効果がみられることである，筆
者は、これらのことが定着効果にきわめて重要な
要因となっていると認識したしだいである，
　本稿にあたり、筆者は市社協関係者（事務局長、
次長、主査、ジョブコーチ｝に数回（1年に5回
ほど）にわたりインタビューをおこなった，本稿
は市社協からの文献資料や職業リハビリテーショ
ンの先行研究とインタビューにもとついて作成し
たものである。先行研究では職業リハビリテーショ
ンやジョブコーチにかかわる各種論文や記述が主
になっている，
　用語の使い方であるが、「就労支援」は、市社協
が主として行う障害のある人への支援の意味で使
用している。「雇用支援」は、事業者が行うことを
している．また国や労働部局が実施する政策遂行
の意味も含めている，
1　きっかけと事業概要
（1）金沢市社協事業開始のきっかけ
　金沢市は1998（平成10）年9月に金沢市障害者計
画「ともに創りともに生きるノーマライゼーショ
ン金沢」（以下障害者計画）を策定した。この中で
障害のある人が可能な限り一般雇用に就くことが
できるよう雇用・就業の場の確保をめざすことに
なった．このため障害者雇用センターを設置し援
助付雇用、雇用の拡大・職業訓練を進めることと
したのである。S’
　これに先立って、金沢市障害者雇用推進研究会
報告（平成10年8月）の提言があったことはふれて
おきたい。ここで一障害の特性に応じたきめ細か
な施策を総合的に講じ、障害のある人が可能な限
り一般雇用に就くことができるよう、雇用・就業
の場の確保をめざす」こととしていた。障害者計
画では、障害者雇用支援センター、援助付き雇用
の検討・実施が盛り込まれた。
　障害者計画を受けて金沢市は「障害者雇用定着
促進事業」（市単独事業で全額市からの委託費によ
る事業）を開始することにした，この事業について
市社協に運営しないかと相談があった。金沢市の
労働部局からであった，
（2）障害者雇用定着促進事業
　こうして市社協は、平成！l（1999）年8月市の「障
害者雇用定着促進事業」を受託し事業を開始した
のである，障害者雇用支援に市社協は深くかかわ
りを持つこととなった一
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　市社協の障害者就労支援の始まりである，障害
者就労支援事業の社協受託は先駆的といってよい，
全国的にみても、通常市労働部局と市社協が接点
を見出すことはほとんど見られない状況にある一
しかし金沢では、そのことが実現した，先に述べ
たとおり障害者計画が動機付けになっている一市
に障害者就労支援事業は社協にという信頼も背景
にあったことはふれておきたい一t
　定着事業の主目的は、「障害のある人の雇用促進、
職業生活の安定を図るための専門職員（以下ジョブ
コーチ）の配置」である，市社協は、この事業の受
託により専門職員1名を配置した。次いで2000　／平
成12）年4月1日担当職員1名増員配置となる。よ
く13年担当職員増と人員体制を強化した．3年間
にわたって人員が毎年次確実に配置されたことで
わかるとおり、金沢市の市社協への期待の大きさ
がこの事実に如実にあらわれている，この定着事
業の着実な展開こそその後につづく事業の推進の
決定的な力となったのである．
　そのことをみてみたい。市社協の取り組み姿勢
である．市社協はこの事業の開始にあたり、すで
に先行していた横浜の仲町台発達障害者センター
を平成11年6月に視察、事業開始後の9月に東京
都内練馬レインボーワークの視察を行った，また
翌年仲町台発達障害センター9が主催するジョブ
コーチに関する第1回セミナーに参加する機会を
もった．そして次の年には金沢でそのセミナーを
開催したのである一］0この開催はその後の市社協運
営に大きく役立つ結果とつながったrこの体験が
市社協の障害者就労支援事業の運営の基礎になっ
た一
　さて、事業開始の段階における考察である．第
一に挙げなければならないことに、労働部局と市
社協の接点がある．先に述べたように労働部局が
市社協に注目したということである，さらに市社
協がこれを受託したということである。第二に、
社協における支援技術の獲得である。視察やセミ
ナーの参加でそのことを実現した，この段階にお
ける支援技術での中心的なものが職場開拓であっ
た．第三に、市社協のセミナー開催である，イン
タビューを通してわかったことであるがこれら一
連の行動は金沢市社協の組織的行動であった。視
察で得た事業所との出会いとそこで得られた支援
技術への着眼と導入が、事業開始前や開始後の事
業展開に役立つこととなった。視察の実際の場面
は、障害者のある店舗でのカート整理の場面であっ
た。初期の段階ではあるが、視察やセミナー参加
から学ぶことを通して市社協のジョブコーチはさ
まざま職場を訪問し、どの職種が障害者就労にか
かわりがあるのかということで職場開拓を行うこ
とにしたのである。基本的なスタンスは、あらゆ
る職場にでかけることであった。独自の職場開拓
である，］］定着事業の開始を決断した市社協は、こ
うした経過をへて障害者就労支援に本格的に乗り
出すことになった，こうしたことは市社協の数度
にわたるインタビューでわかったことである。
（3）職場開拓の課題克服にむけて
　独自の職場開拓についてである．ジョブコーチ
は、市内の職場によく飛び込んで開拓したという
ことであった，はじめて、障害のある人が職場に
定着した事例では現在も継続して就業している／r
　しかし初期の3年間、事業を通して課題が明ら
かになってきたr市社協の積極的な支援だけでは
定着にむけての取り組みは思うようにいかない
ケースもうまれるようになってきたのである一こ
こから、障害者の定着に対する課題の克服に向け
て次のステップの実現が求められた。そんな折
1999年度に開始された「障害者就業・生活支援の
拠点づくりの試行事業」が2002年5月、雇用促進
法の改正により「障害者就業・生活支援センター」
として制度化された一また同じ改正で従来の職域
開発援助事業が、職場適応援助者（ジョブコーチ）事
業として制度化された，12金沢市社協は、委託事業
であるこの障害者就業・生活支援センター（管轄・
主体は厚生労働省石川労働局）を受託したのであ
るご
（4）金沢障害者就業・生活支援センターの受託
　市の事業に加えて新たに障害者就業・生活支援
センター（以下ナカポツセンター）の指定を受けた
ことで就労支援を総合的に取り組む体制が出来上
がった。こうしてジョブコーチ配置、就業支援、
生活支援という幾つかの支援側面を当事者本人と
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の関係で統合的に実施できる体制の構築は、2002
〔平成14）年12月24日に実現した。　E32003（平成15）
年1月から事業を開始するtさらに、石川障害
者職業センターとの連携による協力機関型ジョブ
コーチ事業（障害者職業センターの事業で厚生労働
省が指定する養成研修を受講・修了しているジョ
ブコーチのいる法人に助成するもの、協力した法
人の実績に応じた助成がおこなわれている，金沢
市社協も助成を受けている。同センターのジョブ
コーチと市社協ジョブコーチが連携して同一ケー
スの支援を行う）も実施した．
　さて、ナカポツセンターとは、雇用、福祉、教
育等の関係機関と連携を図りながら、障害のある
方が職業生活を送るうえで必要な支援を行うもの
である。支援担当者（支援担当者2名、生活支援1名）
が配置され、就業や職場適応等の助言、相談、支
援だけでなく、生活習慣の形成や日常生活の管理
等の生活支援も行う。また、障害者雇用に関して
事業主からの相談にも応じることになっている，14
　先の市の事業の配置職員とナカポツセンターの
支援担当者は、同じ部署でチームを形成すること
となった。金沢市社協における障害者雇用支援チー
ムの形成である。
　ナカポツセンターの具体的な事業内容は以下の
とおりである．
　障害者からの相談に応じ、その就業及びこれに
　伴う日常生活上の問題について、必要な指導及
　び助言その他の援助を行うこと。
　事業主に対して障害者の就職後の雇用管理に係
　る助言等を行うこと。
’障害者に対して障害者職業総合センター、地域
　障害者職業センター、障害者雇用支援センター
　又は事業主により行われる職業準備訓練を受け
　ること及び職場実習を行うことについてあっせ
　んすること。
　前各項目の業務の円滑かつ有効な実施に資する
　ため、公共職業安定所、地域障害者職業センター、
　障害者雇用支援センター、社会福祉施設、医療
　施設、盲学校、聾学校、養護学校、当事者団体
　等の関係機関との連絡会議を開催し、これら機
　関との連携を図ることr
対象地域はひろい：t金沢市以外ではかほく市、
　白山市・石川郡（野々市町）河北郡（内灘町・津幡町）
　である，
　こうして総合的な基盤体制がつくられた。これ
により全体の職員体制は、所長1名（法人事務局長
が兼務）就業支援担当職員5名、生活支援担当職員1
名が確保されたのである。
H　金沢市社協のジョブコーチについて
（1）ジョブコーチの定義
　ここからは金沢市社協のジョブコーチについて
述べることとする。「ジョブコーチ」の定義には広
義・狭義がある，一広義では、アセスメント、支援
計画（プランニング）職場開拓、ジョブマッチング、
職場における支援、雇用主との調整、関係者（機関）
との調整、フォローアップである。狭義の場合は、
ジョブマッチング、職場における支援、雇用主と
の調整ということである。］5
　これでいけば、市社協のジョブコーチは広義に
あたるといえよう。このことは定着事業とナカポ
ツセンターの委託事業の業務内容をみれば明らか
である。ちなみに市社協では、障害者就労支援に
かかわる職員は職名とは別に通常ジョブコーチと
称している，
（2）ジョブコーチの業務内容
　市社協の業務内容は、相談・登録、就労の支援（就
職に向けた支援、職場さがし、職場での支援・ア
ドバイス、長期のフォローアップ、事業主への支
援）、就労に伴う生活の支援に大別できる，
①相談・登録
　相談は、電話、来所、訪問、メールなどである。
相談経路は新聞、パンフレット、他機関からがあり、
相談者は本人、家族・親類、知人、企業、関係機
関などである。
　相談の結果、登録する，登録手続きが完了すれ
ば就労の支援や就労にともなう生活の支援が始ま
る。
②就労の支援
　仕事に就くために必要な準備や実際に仕事を続
けられるように、ハローワークや石川障害者職業
センターなどと連携して支援が開始される、
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　就労の支援には就職に向けた支援、職場さがし、
職場での支援・アドバイス、長期のフォローアップ、
事業主への支援がある，
　まず就職に向けた支援であるが、施設等での基
礎訓練（提携施設や併設施設での作業を通じ、得意
なことを見つけること）や基本的な習慣を学ぶ職業
準備支援事業のあっせんがある。また石川ワーク
トレーニング社や事業所での作業や講話などを通
じ、働く上で必要なマナーなど基本的な労働習慣
の習得を図っている．（石川ワークトレーニング社
を利用する場合は、あらかじめ石川障害者職業セ
ンターの職業評価を受けることとなっている）こう
して事業所での職場実習のあっせん（実際の事業所
で働くこと）によって、適1生を見きわめ、就職につ
なぐことになる．
　職場さがしでは、ハローワークと協力して、仕
事をいっしょにさがすc必要に応じて、面接に付
き添う。ハローワークでの求職登録も行うことと
なっている，
　職場での支援・アドバイスでは、必要に応じジョ
ブコーチがマンツウマンで支援する，一人一人に
合った仕事の仕方を考える。従業員の方に特性や
接し方などをアドバイスするなどである。
　長期のフォローアップ（仕事を続けていくための
長期間の支援）では、支援に期限なく、定期的に職
場を訪問する．職場でのいろいろな問題について
相談にのるなどである。
　事業主の方への支援（事業所へのアドバイス）で
は、雇用に関する相談などを随時受けつけるとし
ている。
③就労に伴う生活の支援
　就労にともなう生活の支援では、就労にともな
う生活の悩みについての相談にのるrまた必要に
応じて関係機関と連携をとりながらサポートする
など生活支援を行う一
　以上がジョブコーチの具体的な業務内容である，
これでわかるとおりナカポツセンターの受託を機
に、ジョブコーチの業務は、当初の職場開拓とと
もに、就業や職場適応等の助言、相談、支援、生
活習慣の形成や日常生活の管理等の生活支援、障
害者雇用に関して事業主からの相談などに応じる
ことになった，こうしてさらに実効力を高める基
盤を整えた。これにより定着事業のみの支援から
ナカポツセンターの機能を兼ね備えた体制を整え
ることで課題の克服に向けた取り組みを充実させ
たのである，
（3）ジョブコーチの実践支援事例と業務実績
　ここでジョブコーチによる障害者2人への支援事
例をみてみる一金沢市社協の障害者雇用のきっか
けは、ハローワークに求人募集した平成13年であ
る一聴覚障害のある人Aさんが紹介され、石川県
職場実習制度（以下県実習）を2か月利用しての取り
組みとなった。手話通訳士を介しての作業説明で
仕事にも慣れ、従業員とのコミュニケーションも
少しずつとれるようになり、丁寧な作業ぶりも認
められ雇用につながった。会社の業務は制御盤や
その部品の外枠の塗装が主である。仕事は複雑で
ある，そこで効率的な作業遂行のために仕事内容
を分担し、運搬や洗浄を主に人材が必要となり、
塗装の補助として雇用されたのであった。同じ職
場に働く知的障害のある人Bさんの場合は、以前か
ら金沢市社協のジョブコーチ支援を希望して登録
していたことで、平成17年1月、ハローワークの紹
介により県実習を始め、指示されたことに問題が
なく、作業での意思疎通は最低限できたことが評
価され、県実習1か月、トライアル雇用3か月利用
後採用となった．
　実践事例は枚挙に暇がないほど豊富であるが、
ここで紹介する事例は、すでに外部に公表されて
おり転載する形をとった。市社協における障害者
就労へのチャレンジは今も支援技術の研鑓を重ね
る日々であり、日常的実践となっている。
　次に業務実績である。市社協の平成18年度事業
概要（主要なもののみ列記した）によれば、登録者
164名（新規35名、継続129名、障害種類別では身体
障害34名、知的障害105名精神障害25名、居住地
別では市内142名市外22名）である・支援実施状況
では、相談が5．158件（登録に関する相談が1，066件、
職場定着に関する相談IA59件、生活に関する相談
2．611件職業と生活に関する相談22件、障害種類別
では身体障害2β74件、知的障害1809件、精神障害
475件）である，就業状況では、164件（在職中80件、
求職中73件、その他11件）新規就労者29人（身体障害
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11人、知的障害14人、精神障害4人）職場定着支援（職
場訪問回数）は724回である。
1］　ジョブコーチの実践力の変容の分析
　金沢市社協は、ナカポツセンターの受託を機に、
ハローワークとの調整をはじめとする他機関との
連携を一段と強化し、本人の職場適用や定着にむ
けた支援をさらに的確に進めることにした，この
ことは当初の定着事業でつくりだした職場開拓の
技法から広義のジョブコーチ業務技法へと変化を
もたらした。いわば必然的な変容といえよう．こ
うしてジョブコーチの実践力は、強化されること
となった。この点を、業務分析を通じてみてみたい。
（1）業務内容の分析
　ジョブコーチが関わるのは、本人、家族との関
係と企業や施設との関係という二つの側面がある。
この両者は、ジョブコーチにとって関係づけが明
らかに違う，すなわち雇用される側と雇用する側
の違いである。ジョブコーチは、両者の間に位置し、
マッチングやコーディネートを行う関係になる，
このことはジョブコーチの関係性の大前提である。
　これをふまえて分析を行った。まず就労にかか
わる場面である．この場面を二つにわけて考察し
た，すなわち就労支援に関わる場面と就労にとも
なう生活支援にかかわる場面である。就労支援に
関わる場面では、さらに三つにした．工相談・登
録場面、②就労前の支援の場面、⑥就労継続（定着）
場面である，ただし相談・登録場面では、ジョブ
コーチと「本人・家族」のみの関係でとらえているt
就労にともなう生活支援場面では、場面を二つに
した。㊤就労にともなう生活の支援、：2おもに家
族との関係である．
⑦就労支援に関わる場面
ア、相談・登録の場面の業務詳細
　ジョブコーチは、本人や家族に対して、相談・
受付、求職面接（初回）、相談内容・対応、面接に基
づく情報分析（「プロフィール（性別、年齢、病名、
服薬）本人の特徴」）の把握などがあり、就労の希望
を聞き、登録手続きを支援し、登録を受理するこ
とになる，本人アセスメントの場面である，ここ
での特徴は、情報分析である，ジョブコーチにとっ
て登録する、登録の段階ではないという判断も伴
う場面でもある，この点判断が難しくなってきて
いるということであった．最初の段階であるがい
わゆるインテークということではとらえられない
内容が含まれており、とりわけ登録の場面で判断
があるということであった．
イ、就労前の支援の場面の業務詳細と分析
　この段階は「就労前の支援」とよばれる場面で
ある．ジョブコーチは職場開拓ということになる．
企業は「雇用協力および雇用」ということになる，
ここでは企業とジョブコーチのマッチング成立以
降の本人とジョブコーチ、ジョブコーチと施設、
企業との関係性ということでとらえた。
iまずジョブコーチと一本人」との関係である。「本
　人」は、面接を受ける、登録する、訓練を受ける、
　作業する、講和を聞く、職業評価を受ける、事
　業所で働くといった段階を経ることになる．
ii上記の場面ごとでのジョブコーチの仕事は、就
　職に向けた支援ということになるr筆者がジョ
　ブコーチからの話や仕事内容の資料から要約す
　ると、「職場見学」「従業員の協力の依頼」「基礎
　訓練」「職場準備支援事業のあっせん」「職場実
　習のあっせん（適正見きわめ）」「1か月」「3か
　月（トライアル雇用）」「職場さがし」ということ
　になる、
　「職場見学」では、企業に出向き仕事を体験する、
　仕事の手順（「手順書」作成）、仕事の難易度を調
　べる、職場の人的・物理環境を調べる、勤務時
　間調整などであるr「従業員の協力の依頼」では、
　障害者理解の促し、説明、事業所の不安の解消、
　「基礎訓練」「職場準備支援事業のあっせん」で
　は、職業評価の情報を得る、「職場実習のあっせ
　ん（適正見きわめ）」（例えば時間では、一日4時間、
　内容では、トイレ掃除・車イス掃除などである）
　また「1か月」「3か月（トライアル雇用）」では、
　職場における集中的支援、メンタルサポート、
　実習報告、一日の仕事の流れの組み立てがある。
　「職場さがし」では、ハローワークでの求職登録、
　職場面接付添といった具合であるr
iiiまた「施設・企業」との関係でのジョブコーチ
　の業務内容は、「手順書」作成協力、従業員への
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　協力伝達（仕事がどれくらいできるか、どのよう
　に接すればよいか、症状は安定しているか、障
　害特性はどのようなものかなど）提携施設・併設
　施設での作業、講和、事業所で働かせるなどで
　ある，
　ジョブコーチの中心業務である。障害者の適性
　と適職のマッチングであるが、適性と適職の見
　極めが難しい場面でもある一これが本人と企業
　とのマッチングであり、精神上不安をもつ障害
　者の場合、そく定着ということでなく、トライ
　アルのなかでの見極めということになる。かか
　わりの頻度がもっとも濃い過程といえよう。
ウ、就労継続（定着）支援の場面の業務詳細と分析
　この段階は、就労継続（定着）の場面である。ここ
では「本人・家庭」支援とともに「雇用主に対す
る」支援がある。まず「本人・家族」とジョブコー
チの関係である一これには、訪問時にアドバイス
を得るr就労について相談するなどである．ジョ
ブコーチの仕事では、定期的訪問時における職場
でのアドバイス（メンタルサポート、いろいろな問
題への相談、人間関係の調整、現場での作業支援）
であるr「施設・企業」との関係では訪問の受け入
れ、本人に関する各種の相談、雇用の相談やサポー
ト、制度の活用などの情報提供ということであり、
企業側は貴重な情報を得ることになる．
　ジョブコーチにとっては、すこしずつ関わりの
頻度を薄くしていく段階である。企業側とのコー
ディネートが重要な局面でもある，
（2）就労にともなう生活の業務分析
　ここでの支援は、「本人の生活にともなう支援」
と「家庭の生活にかかわる支援」である，以下に
例示した一筆者がインタビューで聞きとったもの
を整理すると、「本人の生活にともなう支援」内容
では、国民年金支払い、障害基礎年金受給説明・
申請情報提供、年金手続きの相談、通勤支援（電車
の乗り方等）携帯電話複数契約の解約支援、服装、
整容面の支援、申立書代理作成、医療機関への同行、
申請手続きの同行などであった，「家庭の生活に関
わる支援」内容では、ケース会議出席、書類提出、
家庭生活がうまくできないケースについての取り
扱い（関係機関、社会資源との連携を中心とした支
援）家族が障害を理解してくれない、親が暴力を振
るう、働いたお金を親がすべて使う、親の借金の
返済をさせられている、家族の不仲、身元引受人
がいないなどである。
　この分析を通してわかったことは、ナカポツセ
ンターの受託により第一に、相談、登録場面での
本人へのアセスメントの充実が一段ともとめられ
たことである．またアセスメントによっては、あ
えて登録を行うかどうかの見極めも必要であると
いうことであるr第二に、ジョブコーチと本人と
のかかわりであるが、仕事に就くために必要な準
備や実際に仕事を続けられるように、必要な機関
と連携してサポートするという開始前の支援であ
る．ここでは、本人の適職を見出すということに
大きなウェイトがあるが精神上の不安を持つ障害
者の場合、適職さがしにはストレスがかかるとい
う面がある．また必要な訓練を経る必要があり、
作業を通じ、得意なことを見つけることが求めら
れる。さらに本人に訓練が得られる条件が整った
状態にあるかについても極めで慎重な判断を要す
る場合がある，これらとは別に働く上で必要なマ
ナーなど基本的な労働習慣を身につけられるかど
うかもある。こうしたプロセスを繰り返す中で、
適性を見きわめ、就職につなぐことになる．また
職場さがしでは、ハローワークでの求職登録やハ
ローワークと協力して、仕事をいっしょにさがす，
必要に応じて、面接に付き添う。本人への見極め
や就労への適職判断などが伴うということである，
第三に、本人とのかかわりであるが、企業とのか
かわりのウェイトが極めて大きくなるという場面
である．すなわち就職に向けた支援ということで
ある，「職場見学」「従業員の協力の依頼」「基礎
訓練」「職場準備支援事業のあっせん」「職場実習
のあっせん（適正見きわめ）」「1か月」「3か月（トラ
イアル雇用）」「職場さがし」などがこれにあたる，
さらには「手順書」作成協力、従業員への協力伝達、
提携施設・併設施設での作業、講和、事業所で働
かせるなどということになる一第四に就労継続（定
着）支援である。定期的訪問時における職場でのア
ドバイスや企業との関係調整がある一第五に本人
の生活にともなう支援と家庭の生活にかかわる支
援ということである，これも交通の利用、金銭の
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管理の方法など社会的なルールの習得といった課
題もあり就労継続には欠かせない要素といえよう．
V　結果の考察
　金沢市社協が実効力ある障害者就労支援事業が
展開できるのは、基盤整備ができていることが大
きいといわざるを得ない。すなわち定着事業、ナ
カポツセンターの受託である．この両者により、
ジョブコーチの配置とチーム形成、また相談・登録、
雇用前、雇用にかかわる本人・家族、企業・施設
との調整、雇用継続への対応、支援のそれぞれの
段階に応じた支援の組み立て、さらには生活支援
と総合的な支援体制が構築されたことである。
　この基盤整備の構築は、毎年確実に行われ、充
実させていったことである。これには、雇用促進
法や障害者計画策定が大きな背景となっている一
この背景をいち早く見越して対応したということ
が市の施策や市社協の推進から読み取ることがで
きる。なんといっても定着事業が先行していたこ
とが大きい。この事業はまだジョブコーチの配置
が全国的にほとんどみられなかった時のスタート
である。またナカポツセンターの受託は、定着事
業の取り組みが実績としてつくられたことで展開
できることとなった，すでにのべたとおりナカポ
ツセンターは、雇用、福祉、教育等の関係機関と
連携を図りながら、障害のある方が職業生活をお
くるうえで必要な支援を行うものである。具体的
には公共職業安定所、地域障害者職業センター、
障害者雇用支援センター、社会福祉施設、医療施設、
盲学校、聾学校、養護学校、当事者団体等である。
これらの関係機関との連絡会議を開催することで
密接な関係が築かれていることは注目に値する。
この受託により、社協のもつ連絡調整の機能は格
段にその機能を高めることとなった。それはジョ
ブコーチの業務力の変容をみれば明らかである，
　地方自治体にとって、障害者雇用支援で、「基盤
整備」をどうはかるかは大きな課題である一金沢
市の場合、この課題に対して、障害者就労支援を
市社協に求めたことで一定の成果をつくりだした
といえる，これはこのほどさらに障害者雇用支援
の体制整備を強化したことによみとれるr金沢市
は、来年度からさらに予算を増加し障害者就労支
援の充実強化を図ることにしたのである。
　障害者雇用支援は、さまざまな施策が展開され、
今日一段と強化されてきているが、ジョブコーチ
が働きやすい条件を基盤整備することで、一段と
機能が発揮されることが金沢市社協の障害者就労
支援からみてとれた
【注】
1）身体障害者、知的障害者、精神障害者について
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ス（on－going　support　services）の4点が構成要素とし
てあげられている。ジョブコーチ実践マニュアル
P6－7
6）日本では、平成4年の日本障害者雇用促進協会（現
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始により、多くの実践家が手法を知る機会になっ
たと記されている，
7）小川浩、滋賀利一、梅永雄二、藤村出「ジョブコー
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y）社会福祉法人横浜やまびこの里が運営している，
金沢市社協はこのセミナーで小川浩氏と出会った．
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Wョブコーチセミナーinかなざわ2004報告集こ
のなかで小川浩氏は講演の中で金沢市社協とのい
きさつにふれているrジョブコーチinかなざわは
その後毎年実施されており、小川はこの指導講師
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となっている，
11）
?齬?黷ﾍ職場開拓の方法としてハローワーク
の職場開拓と独自の職場開拓を挙げている＝職業
リハビリテーション学pl73
L2｝
E業リハビリテーション学第4章第1節p95
13〕
ﾎ川県知事より障害者就業・生活支援センター
の指定を受ける（労第2186号）
14）
ﾆ立行政法人高齢・障害者雇用支援機構障害者
職業総合センター　職業的視点から見た障害と地
域における効果的支援に関する総合的研究　pll3
図5－2施設タイプ別の年間就職者数　この図で障害
者就業・生活支援センターは、他の施設に比べて1
施設あたりの就職人数が突出して多いことを表し
ている。
／5）
E業リハビリテーション学第II部第2節ジョブ
コーチの方法と技術p234－239
互6｝これらの事例は、平成ユ8年度障害者雇用情報誌
障害者雇用好事例集に掲載されたものをベースに
筆者が要約したもの，
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